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１．はじめに

（１）報告の趣旨

法律と条例，情報公開・個人情報保護制度を構成する同じ条文の解釈には，

あるべき解釈が１つあるのであろうか。例えば，「権利濫用」の判断には当該

地方公共団体の職員の規模，つまり当該地方公共団体固有の事情が考慮要素の

１つに加えられるかもしれない（2）。また，いわゆるプライバシー型と個人識別
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（1） 本稿は，2012年8月30日から8月31日に開催された「第10回情報公開・個人情報保護審

査会等委員交流フォーラム」（一般財団法人行政管理研究センター主催，情報公開・個人
情報保護審査会等委員交流フォーラム世話人会企画協力，於：独立行政法人国立大学財
務・経営センター「学術総合センター」）において，「地方審査会の運営の実情について
―最近の審査会・審議会からの『自主』解釈・運用例―」と題して報告した内容に加筆
修正を施したものである。貴重な報告の機会をいただき，同フォーラム世話人代表の堀
部政男一橋大学名誉教，世話人の藤原靜雄中央大学法科大学院教授をはじめ関係者各位
に，厚く御礼を申し上げたい。同フォーラム全体については，季報情報公開・個人情報
保護47号（2012年）を参照。

（2） 開示請求の対象が段ボール120箱にも上る事例で，横浜地判平成22年10月６日（判自
345号25頁）及びその控訴審である東京高判平成23年７月20日（判自354号９頁）は，
「これに係る事務処理を行うことで実施機関の業務の遂行に著しい支障を生じさせる場合
であって」とし，業務遂行への支障を考慮事項としているので，この場合，職員の規模
も一要素となり得るであろう。



型のように，条文そのものが違えば，異なった解釈もありうるということにな

ろう。本報告は，それとは別に，例えば，後に見る，印影の「法人の正当な利

益を侵害するおそれ」の有無の判断につき，地方公共団体ごとに違った解釈・

運用がなされていることをどうみたらよいのか，という問題意識の下，地方ご

との独自解釈があり得るか，につき，いくつかの事例をもとに考察してみよう

とするものである。

これは，地方の審査会委員には，全国の読み方と違った読み方をしてよいの

か，とりわけ法律の読み方と違った読み方をしてよいのかという形で問題とな

る。ある理解が実務的に，あるいは一般的に確立していると思われる解釈があ

るとして，ここでは，仮に，それを全国「共通解釈」と呼ぶ。典型例は，法律

に関する内閣府情報公開・個人情報保護審査会の解釈が確立している場合であ

る。

これに対して，当該地方独自の読み方と思われる解釈を仮に地方「自主解釈」

と呼ぶとすると，共通解釈のあるところで自主解釈が可能なのか，共通解釈の

確立していないところで自主解釈はどう性格づけられるのか，近時（概ね１年

ほどの期間内に）個人的に出くわした事例を素材に検討してみようとするのが

本報告である。

もっとも，「共通解釈」はじめ，用語は必ずしも詰められたものではなく，

対象も本報告で取り扱う事例に限られており，情報公開・個人情報保護の全領

域を射程に据えたものになっていない。また，理論的にも全国「共通解釈」vs.

地方「自主解釈」と論争的に問題を設定するにまで及んでいない。しかし，他

方で，偶然ではあれ，地方の審査会委員として１年という期間内にこれら事例

に出くわしたということは，この問題は，情報公開・個人情報保護全体におい

てもあり得ることは想定されるところである。

このような問題意識は，『季報情報公開・個人情報保護』誌において解説を

担当した最近の裁判例がきっかけとなっており，まず，この２つの裁判例を概

観する。
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（２）担当した判例解説から

①　横浜地裁平成23年１月26日判決（3）

開示請求者が特定日付けで提出した開示請求書により，実施機関は「捜査関

係事項照会件名簿」を特定し，当該文書記載の情報のうち，当該開示請求まで

に記載されていた受付番号60番までの開示を決定したが，この名簿には，開示

請求以後も実際の開示決定までに，受付番号60番より後の情報が続けて記載さ

れており，この受付番号60番より後の部分は開示対象外として白色のマスキン

グ（以下「白塗り」という。）をして開示しなかったという事案である。原告

は，本件白塗り行為等により，実質上その開示をすることができないとの処分

を受けたとして，その取消しを求める訴訟を提起した。

裁判所は，開示請求の対象となる行政文書の意義を「当該実施機関が開示請

求を受けた時に保有し存在している行政文書」であると解し，「行政文書の個

数は，１枚の紙に記載されていても，それが･･･相互に無関係に独立して行わ

れた･･･事実行為について記載されたものである場合には，事実行為ごとに別

個の文書と考えられ」，「したがって，･･･本件白塗り行為等が，その実質にお

いて，本件開示請求の対象文書に含まれる本件非開示部分について非開示を決

定する行政処分であるとはいうことができない。」とした。

開示のプロセスは，①開示請求がなされ，②対象となる文書が特定され，③

当該文書に不開示情報が記載されていないかの判断が行われ，④開示・不開示

の決定が行われる。法律や条例では①と④の日時が確定され，その期間内の開

示決定が求められる。②や③の時点に基準日をずらせれば，情報公開の趣旨に

はより即した解釈となり得るであろうし，事実，本件原告もこれを希望してい

るのであるが，他方で，日時の確定されない②や③を基準にすることで，かえ

って基準時が不安定となり，争訟時の適正な判断をも阻害させかねない。そう

すると開示請求の時点を基準に情報を特定する裁判所の判断をもって妥当と解

し得よう。これが「共通解釈」でもある。

この点，福岡市は，要綱（福岡市情報公開事務取扱要綱）で，「白塗りにす
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（3） 石森久広「判例解説　開示請求日以降に記載された部分の白塗りと開示対象性」季報

情報公開・個人情報保護42号（2011年）20頁以下。



る場合は，請求者の承諾を得ることとし，承諾を得られないときは，当該部分

について白塗りにせずに，公開・非公開の判断を行うものとする」と独自の運

用をなしている。本件判例の事案においては②あるいは③，場合によっては④

の時点までの情報が含まれることになれば，原告の希望には最も沿う形となる。

運用上可能であれば，それが制度の趣旨には合致するのであるが，これが「共

通解釈」ではないことをいかに考えるべきであろうか。

②　名古屋地裁平成22年11月11日判決（4）

「地区校長会を特別支援学校で開催しない地区高等学校に限る」という限定

を付してなされた「発達障害等を有すると考える児童生徒に対する指導助言が

記載されている文書（Ｈ14年度から21年度まで）」の開示請求について，実施

機関たる県教育委員会は，事務取扱要領に基づく処務規程により，Ａ高校に関

する部分をＡ高校長の専決により処理し，当該行政文書があるかないかを答え

るだけで個人情報を開示することになるとして，不開示決定を行った。なお，

当該生徒の数は１校当たり１名又は２名若しくは数名であり，本件開示請求の

対象となる高校はほかに67校あるが，これらについても同様に不開示決定がな

されている。

裁判所は，「処分行政庁としては，本件開示請求の対象となる県立高等学校

68校を一括して，その請求の当否を判断するのが相当」とし，「確かに，処務

規程は，･･･校長が･･･専決することができるとしているが･･･，これはあくま

でも内部規定であり，条例上，開示請求の当否を判断するのは実施機関･･･で

ある」から，「高等学校68校全部について一括してその当否を判断することに

何ら支障があるとは認められ」ず，「不開示とした本件処分は違法というべき

である」とした。

開示請求の対象となる学校は68校にのぼり，各学校１名ないし数名だとすれ

ば，68校全体では特定の個人を識別させるまでには至らない可能性があるとこ

ろ，実施機関側の「内部事情」によって個人識別性が生じてしまった事例であ
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（4） 石森久広「判例解説　専決に起因する発達障害等児童生徒の個人識別性と存否応答拒

否」季報情報公開・個人情報保護41号（2011年）41頁以下。



る。この内部事情たる事務分掌自体はどこにでもみられるものであるが，あく

までも「内部」の話であり，条例の「正式な」解釈に持ち込むことが適切でな

いことは判旨の示す通りである。根底には，できる限り開示を原則とする「共

通解釈」がある。県教育委員会の行った「自主解釈」は共通解釈を前に否定さ

れることとなった。もっとも，仮に本件が，処務規程ではなく行政機関情報公

開法17条のような条例上の委任規定に基づく取扱いであったらどうであろうか。

このような取扱いは条例の趣旨にはそぐわないと解されるが，手続さえ踏めば

共通解釈に対峙することができるのであろうか。

（３）問題の所在―全国「共通解釈」と地方「自主解釈」

①は，「対象文書」の取扱いにつき，条例においても「共通解釈」がとられ，

そのこと自体に争いはなく，共通解釈をとったうえで自主解釈がなされている

事例である。ここでは共通解釈と自主解釈は両立している（仮に「Ａタイプ」

とする）。不開示が制限される法制度からして，通常，この自主解釈は，開示

を進める方向でとして採られる。また，「運用」として行われているため，自

主解釈によるかよらないかによって法的に問題はさしあたり生じない。運用が

定着すれば，以後，白塗りの取扱いを同様に行わなければ平等原則の問題が生

じる可能性はある。

②は，実施機関の本来の単位で「対象文書」を特定すれば個人識別性の問題

は生じないところ，事務取扱要領に基づく専決権の単位で対象文書を特定する

という「自主解釈」をしたため，個人識別性が生じた事案とみることができる。

名古屋地判では，この自主解釈は条例上許されず，実施機関単位での処理を求

めるとする「共通解釈」が優先するとの判断がなされた。もっとも，条例上，

権限の委任は許されると解され，都道府県であればなおさらであろう。仮に内

部的委任ではなく，条例に基づく委任として「自主解釈」が行われた場合はど

うだったであろうか。それでも許されないとする解釈と，そのような手順を踏

んだ解釈なら許されるとする考え方があり得よう。この場合，名古屋地判の解

釈が「共通解釈」だとして，これと競合する地方の「自主解釈」は，「共通解

釈」とは両立しないものである。こちらを「Ｂタイプ」とする。
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このほかに，まだ「共通解釈」なるものが地方からは見えない場合がある。

これを「Ｃタイプ」とする。

仮の分類に従えば，２の「法人代表者印影の不開示取扱い」は「Ａタイプ」，

３の「試験答案の本人開示」は「Ｂタイプ」，そして４の「税務関係個人情報

照会への回答可否」は現状では「Ｃタイプ」の要素をもつ例として考え得る。

２．法人代表者印影の不開示取扱い

（１）東京高判平成18年11月29日

福岡市情報公開審査会平成23年10月31日答申第3号では，法人代表者印影の

不開示方法が問題になっている。法人代表者の印影の不開示情報該当性に関し

て，判断の基礎におかれたものの１つが，東京高判平成18年11月29日の示す

考え方である。すなわち，この裁判例においては，法人代表者の印影を，①法

務局に届け印鑑証明書の発行を受けられる「登録印」や「銀行取引印」と，②

その他の「社印」ないし「副印」とに分け，判旨は，①について，「代表者の

登録印は，代表権限の有無がそれにより確認されるという重要な機能を有する

ものであるし，銀行取引印についても，それにより，届け出た本人が銀行取引

をしていることを証明する働きをするもので，この印章が他人に悪用されると，

会社は大きな不利益を被るおそれが高いものであるから，管理も厳重になされ，

この印影が開示される対象も，重要な取引をする相手方，銀行等に限定される

ものである。これらの印影により，銀行取引が可能になったり，重要な契約が

成立したとの概観を与えるから，印影が公になると，印鑑が偽造される可能性

も高いものである」と考え，それとは区別される②にの印影に関する不開示決

定を取り消している。

（２）大阪市情報公開審査会平成14年12月20日答申第126号

上記高判の考え方が，法人代表者の印影に関する不開示事由該当判断の「共

通解釈」とも目されるところ，大阪市情報公開審査会平成14年12月20日答申
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第126号は，用地買収交渉において締結された物件除去契約書，損失補償契約

書，土地売買契約書等における法人代表者の印影部分につき，「共通解釈」に

立った判断をなしつつも，異議申立人の「印影の部分と思われる部分をベタ塗

りに黒く塗りつぶしての非公開では，印影の存否さえ不明であり，実際は押印

のない文書とも考えられる」との主張に対する形で「付記」を付し，「異議申

立人がこうした疑念を抱くのは印影の全部が非公開とされていることによるも

のであると考えられ」，「そもそも法人等の印影を非公開とする趣旨は，主とし

て，公開された印影の偽造等により法人の財産その他正当な権利利益が損なわ

れることを防止する点にあることを考慮すれば，必ずしもその全部を非公開と

する必要はない」。「したがって，今後，実施機関において印影を非公開とする

場合であっても，･･･公開すべき情報が印影と重なって記録されている場合に

は･･･公開情報が判読できる形で印影の一部を公開する取扱いを徹底するよう

要請する。」「また，印影が公開情報と重ならずに記録されている場合であって

も，･･･印影の一部を公開するなど，偽造防止に配慮しつつ印影が記録されて

いることがわかる措置をとることを併せて要請する。」としている。

（３）福岡市情報公開審査会平成23年10月31日答申第３号

ところで，法人代表者の印影は，個人情報としてではなく，法人に関する情

報として当該法人の正当な利益を侵害するおそれの有無により判断する。内閣

府情報公開・個人情報保護審査会の答申も，認証的機能等に照らし，不開示と

する取扱いを一貫して妥当と判断している。これに対し，福岡市情報公開室の

平成21年10月の調査によれば，【資料１】の一覧のように，政令市ごとの取扱

いは必ずしも一様ではない。「全面開示」が，上記判例及び内閣府審査会答申

のいう認証的機能に着目してもなお全面開示であるとの判断をしているのか不

明の点もあるが（5），少なくとも，上記大阪市答申の付記による要請と同様の取

扱いをしている政令市もあることがわかる。福岡市はこの調査の時点では，

「印影全部を黒塗り」としていたが，福岡市情報公開審査会平成23年10月31日
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（5） 広島市は「運用等」欄の記載からそのように判断していると解される。



答申第３号では，上記大阪市答申同様の付記が付されている。法人代表者の印

影の開示が当該法人に偽造による財産権侵害を引き起こすおそれを肯定するこ

とができるとしても，偽造のおそれを生じない一部開示の範囲を究明しようと

姿勢は，情報公開制度の趣旨に即した「自主解釈」にふさわしいものといえよ

う。

３．試験答案の本人開示

（１）問題の状況

試験の答案の本人開示については，内閣府審査会の不開示を妥当する判断が

積み重ねられているところであるが，福岡市情報公開室において作成された

【資料２】によれば，判例，答申の状況は必ずしも不開示妥当一辺倒ではない。

とくに裁判例には，同一事案につき第１審判決とその控訴審判決で評価及び結

論を異にしているものもある。試験の種類やそれぞれの特質もあるが，「試験

の公正な実施」はどの場面においても共通して本質的に求められるべき事項で

あるから，判例・答申において判断が分かれていることをどうみるかが問題と

なる。

（２）東京地判平成15年８月８日，東京高判平成16年１月21日

東京都の保育士試験につき東京地判平成15年８月８日は，形式は記述問題（6）

であるが，「いずれも試験科目において客観的に確立している語句の定義や基

礎的事項を説明させる問題にすぎない」ものであり，「その採点に際して，採

点者の主観的判断が入る余地は少なく，その適否を第三者が客観的に判断する

ことも容易であり，前記語句問題における採点の場合と質的な差異を認められ
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（非開示部分４及び５）である。



ないから，先に開示を認めた語句問題に関する得点情報と取扱いを異にする理

由はない」として，本人への非開示事由には該当しないとした。なお，理由中，

採点結果に対する受験者の不服への対応や試験委員確保の困難の発生について

も支障の具体的内容として検討されている。

これに対し，控訴審判決である東京高判平成16年１月21日は，一方で「透明

化し，健全な批評，批判を通じて試験の的性の確保を実現するという効果」を

考慮しつつも，「答案の記入された解答用紙と問題ごとの採点結果を受験者本

人に開示すると，開示された採点結果についての質問や苦情が大幅に増加する

ことが予想され」，「試験委員のなり手が困難となり，試験問題が不適切なもの

になりがちにな」ること，また，「採点基準が推定されて受験技術が発達し，

機会的，断片的知識しか有しない者が高得点を獲得する可能性があるという，

いわば副作用ともいうべき難点がある」として，不開示を妥当とした。

このように，地裁判決と高裁判決は結論を異にしているが，考慮事項につい

ては基本的に共通し，とくに高裁判決において開示が以後の試験に及ぼす実体

的な影響に言及していることが特徴的である。この点，大阪地判平成20年１月

31日の新司法試験の答案の本人開示についても，新司法試験導入の趣旨が「パ

ターン化した答案」からの脱却を目指す点にある特質から，とりわけ上記高判

にいう「副作用」が考慮要素として重視されている。内閣府審査会の司法試験

や公認会計士試験における判断も同様であり，競争試験の答案については上記

高裁の示す判断枠組み及び評価・結論が「共通解釈」と解されるところである。

（３）大阪市個人情報保護審議会平成19年３月30日

これに対して，大阪市個人情報保護審議会平成19年３月30日は，法科大学院

の入試問題における小論文答案の開示請求に対して，まず，受験者等の批判に

さらされるという点については「採点者は各試験問題の出題者であって，出題

者自身が定めた基準に従い採点を行っている･･･ことを踏まえれば，出題者自

身の採点内容を他の採点者が批判することはなく，仮にあるとしても，採点の

過程において，合議等の内部調整として行われるべき性質のもの」であるとし，

また，質問や苦情による試験問題作成への影響については「全ての問い合わせ
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等について出題者又は採点者に個別に確認を行わなくとも，例えば，採点・評

価基準や正答・解答例を示すなど，問い合わせ等の趣旨及び内容に応じた適切

な方法により柔軟に対応することも可能」と述べて，いずれも入試事務の適正

な遂行に支障を及ぼすおそれがあるとまでは認められないとした。ここでは，

試験への実体的な影響をどのように解しているのか不明であるが（支障を及ぼ

すおそれがあるとは認められないとの判断をしているのは明らかであるが），

本答申の基底には，答案は本来，解答者自身の情報であるから本人開示は当然

であり，そして開示することが試験実施の目的からも必要である，という要素

がおかれているように思われる。そうであれば，これらが重視された判断は

「自主解釈」といい得るであろう。

（４）福岡市個人情報保護審議会平成24年１月23日答申第４号

福岡市個人情報保護審議会平成24年１月23日答申第４号においては，福岡市

の「嘱託員特別選考」及び「嘱託員選考試験」について次のように述べられ，

結局，小論文答案の本人への不開示決定は妥当であると判断されている。すな

わち，「今後も選考試験が繰り返し実施される可能性が高」く，「小論文答案を

開示すると，すでに評定項目，評定の内容，配点，評定方法，小論文の４段階

の「判定の目安」とされる点数区分，判定結果が開示されていることから，こ

れらと照合し，分析することが可能となり，･･･受験対策に利用される可能性

が否定できず，受験者本来の能力の判定ができなくなるおそれがあるだけでな

く，既受験者及び関係者とそうでない者との間に不平等を生じることは避けら

れず，選考試験における受験者間の公平・公正の確保ができないため，非開示

が妥当である。」とした。これに，受験者からの問い合わせによる事務局への

支障が加えられている。結果的には「共通解釈」の評価・結論と同様になった

が，審議は11回にわたり，うち７回の実質審議においては，上記大阪市審査会

答申を契機とする「自主解釈」の可否や，問題となった小論文試験の性格が詳

しく吟味され，試験の本質に関する議論がたたかわされた。
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４．税務関係個人情報照会への回答可否

（１）熊本県荒尾市情報公開・個人情報保護審査会平成24年３月８日

法令に基づく照会への対応が個人情報保護との関係で問題となる場合がある。

法律の規定の仕方では，回答の可否が必ずしも明確ではなく，周辺市町村への

質問を通じても扱いが異なり，対応に窮するケースが問題となる。熊本県荒尾

市情報公開・個人情報保護審査会平成24年３月８日では，同市収納課から税務

関係個人情報への照会に対する回答の可否が問題提起され，議論された【資料

３】。同審議会では計７種類の照会について話題となったが，同課により近隣

14市に回答可否の調査が行われた４種類の照会について取り上げる。

①　地方税法20条の11

「徴税吏員は，･･･地方税に関する調査について必要があるときは，官公署

又は政府関係機関に，当該調査に関し参考となるべき簿書及び資料の閲覧又は

提供その他の協力を求めることができる。」という規定に基づく照会である。

荒尾市調査によれば，本条に基づく照会に対し，近隣市においては全市が回答

をするとした。荒尾市も「本市からも他自治体等へ照会している現状」及び

「滞納処分を目的とする照会については，公益性の観点から情報提供すること

が妥当」という理由から，「回答する」としている。

②　労働保険の保険料の徴収等に関する法律27条

第27条の規定は督促及び滞納処分に係るものであり，第３項では「第一項の

規定による督促を受けた者が，その指定の期限までに，労働保険料その他この

法律の規定による徴収金を納付しないときは，政府は，国税滞納処分の例によ

つて，これを処分する。」とし，国税徴収法第141条の質問の規定が準用される

形になっている。同条は，第１項で「徴収職員は，滞納処分のため滞納者の財

産を調査する必要があるときは，その必要と認められる範囲内において，次に

掲げる者に質問･･･することができる。」とし，「三 滞納者に対し債権若しく

は債務があり，又は滞納者から財産を取得したと認めるに足りる相当の理由が
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ある者」が挙げられている。この規定に基づき，労災保険，雇用保険の保険料

徴収事務のため，資産，課税，滞納状況等の個人情報の照会があった場合の対

応が問題となる。文献には，国税徴収法141条について，「任意調査の規定」で

あり「照会・証明請求等に応じることを許容していると認められない法律」と

して例示しているものもあるが（7），近隣市の約８割が「回答する」とし，荒尾

市も「公債権滞納処分についても高い公益性があり，情報提供することが妥当」

と判断し，「回答する」としている。

③　刑事訴訟法507条

「検察官又は裁判所若しくは裁判官は，裁判の執行に関して必要があると認

めるときは，公務所又は公私の団体に照会して必要な事項の報告を求めること

ができる。」という規定に基づき，検察庁，裁判所，裁判官からの裁判の執行

に関して個人情報の照会があった場合の対応が問題となる。近隣市の約２／３

が「回答する」としているところ，荒尾市も，「刑事事件における迅速な裁判

執行には高い公益性がある，情報提供することが妥当と考え」「回答する」と

している。

④　刑事訴訟法197条２項

「捜査については，公務所又は公私の団体に照会して必要な事項の報告を求

めることができる。」との規定に基づき，検察庁，警察署等から，犯罪捜査の

目的で，資産，所得状況等の照会が問題となる。前記の文献は，「当該規定は

一般に任意規定とされ，強制力を伴うものではないことから回答できない」と

して，「照会・証明請求等に応じることを許容していると認められない法律」

として例示するが（8），近隣市の約２／３が「回答する」としている。荒尾市で

は，原動機付自転車に係る所有者情報の取扱いについては，平成17年３月29日

の総務省通知が情報提供に応じることが相当と判断することから，「総務省通

知を受け，所有者情報のみ報告義務があると解釈し･･･その他の情報について
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は」「回答しない」としている。

（２）目的外利用・外部提供可否判断

①　各法律の規定と「相当な理由のあるとき」

照会に対する個人情報の回答をめぐる最高裁判例として「弁護士法に基づく

犯歴照会事件」がある（9）。弁護士法23条の２は，「①弁護士は，受任している

事件について，所属弁護士会に対し，公務所又は公私の団体に照会して必要な

事項の報告を求めることを申し出ることができる。申出があつた場合において，

当該弁護士会は，その申出が適当でないと認めるときは，これを拒絶すること

ができる。②弁護士会は，前項の規定による申出に基き，公務所又は公私の団

体に照会して必要な事項の報告を求めることができる。」とするものであるが，

弁護士会からの特定人の犯歴照会に対する回答につき，「市区町村長が，本来

選挙資格の調査のために作成補完する犯罪人名簿に記載されている前科等をみ

だりに漏えいしてはならないことはいうまでもない」という前提を述べ，前科

について回答が許される場合として「前科等の有無が訴訟等の重要な争点とな

っていて，市区町村長に照会して回答を得るのでなければ他に立証方法がない

ような場合」が挙げられ，「その取扱いには格段の慎重さが要求される」とす

る。結論においても回答したことにつき過失による損害賠償請求が認容されて

いる。ちなみに，前記文献上も，弁護士法23条の２に基づいて弁護士会からな

される，「受任事件に関する業務のため」の「資産，所得，課税，滞納状況等」

に関する照会は，「応じることを許容していない」例として挙げられている（10）。

個人情報保護法には，個人情報を本人の同意なく第三者（外部）に提供でき

ないことの例外として，「法令に基づく場合」が挙げられている（23条１項１

号。行政機関個人情報保護法８条１項も同旨）。しかし，例外であるから「法
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の対応につき，岡田博史「個人情報保護に関する実務上の論点」地方自治職員研修2006
年7月号が，最高裁判例に基づき解説する。

（10）地方税事務研究会編・前掲書（注7）235頁。



令に基づく場合」も，例外たりうる実体を備えなければならない。例外として

の外部提供につき，行政機関個人情報保護法８条２項及び３項は，それぞれ利

用場面を絞ったうえで「当該保有個人情報を利用することについて相当な理由

のあるとき」という限定を付している。８条１項による「法令に基づく場合」

も例外たる実体を備えるためには，２項及び３項にいう「当該保有個人情報を

利用することについて相当な理由」を当然備える必要がある。法令が，具体的

に「相当な理由」を規定している場合は格別，弁護士法23条の２のような一般

的，抽象的な要件の定め方では，これだけで回答の法的根拠とすることはでき

ず，別途，「相当な理由のあるとき」の判断が必要である。

②　各法律における「公益」と個人情報保護

この判断にあたり，上記最判からもうかがえる基準は，結局，個人情報の保

護の必要性と回答による「公益」の実現の比較衡量である。一方で，どのよう

な個人情報を提供しようとするのか，それが提供された場合の不利益の程度や

態様，不利益を生じさせないための措置が何か，他方で，「公益」の具体的内

容，その「公益」実現に当該個人情報の提供がもつ意味を総合的に考慮して，

原則（回答禁止）を覆すだけの根拠が見いだせるかどうか，によることとなる。

このような検討を経ない回答は厳に慎むべきである。そうすると，ケースが多

様であればあるほど地方公共団体ごとの判断が異なることは避けられない。も

っとも，一般化できるケースもあり，ここに「共通解釈」が存在すれば，それ

との競合が問題となる。

５．おわりに

（１）小括

以上，限られた事例ではあるが，小括するとすれば，「共通解釈」を前提に，

情報公開・個人情報保護の目的・理念に照らした「自主解釈」を積み増すこと

は当然許されよう。これは「Ａタイプ」である。これが「運用」の形で「手厚
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い」取扱いがなされるのであれば，基本的に望ましいものとして話は終わる。

それが法的に「自主制度設計」されればさらに望ましいこととなる。

しかし，「Ａタイプ」について，あえて問題を絞り出すとすれば，その「自

主解釈」が情報公開・個人情報保護法制の目的・理念に照らして望ましいもの

であるならば，「自主解釈」の方があるべき解釈ではないか，ということにな

る。つまり，「共通解釈」より「自主解釈」が優れるのであるなら，「自主解釈」

の方が新たな「共通解釈」に昇華していくべきものではないか，との思いに駆

られる。

これに対して，「共通解釈」と競合する「Ｂタイプ」の「自主解釈」をどう

考えればよいのであろうか。とりわけ，「共通解釈」に対して「自主解釈」に

も相応の合理性がある場合が問題となる。この場合，同じ条文の下で，答申や

判例が違った判断も示してくるという現象も引き起こす。

最高裁が「共通解釈」を示せば実務は事実上その判断に従うことになろうが，

考え方のうえでも，「Ｂタイプ」のような競合する「自主解釈」は存在し得ず，

いずれ「共通解釈」に収斂されていくものなのか，それとも「自主解釈」が合

理的であれば，最終的に地方の「自主解釈」というものが「共通解釈」とは別

に存在してよいのであろうか。

（２）情報公開法と情報公開条例，個人情報保護法と個人情報保護条例

地方の情報公開・個人情報保護については，法律に地方公共団体の責務が規

定されていることから，法律の規定を標準に，その目的・理念を実現する仕組

み構築の努力が法的に求められている，という特徴がある。すなわち，情報公

開については行政機関情報公開法25条が「地方公共団体は，この法律の趣旨に

のっとり，その保有する情報の公開に関し必要な施策を策定し，及びこれを実

施するよう努めなければならない。」と定め，個人情報保護については個人情

報保護法５条が同様に，「･･･その地方公共団体の区域の特性に応じて，個人情

報の適正な取扱いを確保するために必要な施策を策定し，及びこれを実施する

責務を有する。」と規定する。

もっとも，法的に求められているといっても，努力義務や責務規定にとどめ
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られているとみることもできるが，その理由としては，「地方公共団体の自律

性」の「尊重」が挙げられる（11）。情報公開・個人情報の目的・理念は共通す

ると思われるが，地方公共団体ごとの位置づけや，おかれた状況など地方ごと，

あるいは地方公共団体ごとに，その具体化においては違いが生じるものである。

法律は，これを織り込んでいるとみることができる。そうすると，地方ごとの

「自主解釈」は当然あり得るということになる。

しかし，法律も条例も，その目指すべき目的・理念は本質的に共通し，地方

においても情報公開の場合，住民の開示請求権，行政の説明責任，行政監視・

参加を，また，個人情報保護の場合，OECD八原則に対応するものを，それぞ

れ地方で規律する努力義務ないし責務を有することが，法律により確認されて

いるのである。このことは，また，地方における「自主解釈」について考える

場合，看過できない。

（３）条例制定権・自主解釈権の射程

地方公共団体には，憲法94条で条例制定権が保障されている。また，地方自

治法２条11項乃至13項により，国の法令につき，地方自治の本旨に基づき存在

し，解釈・運用されることが求められる点からも，地方の「自主解釈」は存在

し得てしかるべきである。しかし同時に，情報公開・個人情報保護の目的・理

念の実現は法的にも義務付けられている。そうすると，「自主解釈」は認めら

れつつも，情報公開・個人情報保護の目的・理念に「より」即したものである

ことの追求は絶えず行われなければならない。これは「共通解釈」の方も同じ

である。つまり，「共通解釈」も「自主解釈」も，目的・理念に最適の解釈を

目指して互いに解釈を競う立場にあると考え得る。「Ｃタイプ」はいままさに

この段階にあると見ることができる。そして，「Ａタイプ」は提案的に，「Ｂタ

イプ」は対立的に，「共通解釈」に比べて「より」目的・理念に適合する解釈

ではないかとの投げかけである，とみるのが私見である。

独自の条文を持っていれば格別，そして地方の実情を解釈に盛り込むべき場
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（11） 情報公開法につき「要綱案の考え方」7（3）参照。



合も，独自の解釈があり得ることは当然として，同じ条文，同じ前提のもとで

も，「共通解釈」より優れた解釈があるなら「自主解釈」は容認され，「共通解

釈」もそれに近づく努力が必要と考えられる。それが新たな「共通解釈」に昇

華していくまでは，過渡的に「共通解釈」と「自主解釈」は存在することにな

る。それが「自主運用」という形をとっても性格は同様である。「共通解釈」

がこれに賛同するなら，全国共通の運用へと昇華し，新たな解釈，制度設計へ

とつなげていくべきである。

裁判所には，各段階に応じ，目的・理念に照らして「より適切な」「自主解

釈」であれば，これに理解を示すことが求められる。

（４）審査会・審議会の立場と対応

そうすると，地方の審査会としては，「共通解釈」をにらみつつ，当該条例

の条文に即しながら地方の実情に応じた解釈を絶えず模索し，情報公開・個人

情報保護の目的・理念により即した解釈のあり方を追求する姿勢をもち続ける

ことが必要と考える（12）。

〈付記〉本報告にあたり，福岡市総務企画局行政部情報公開室の菊田浩二氏，茅野美佐氏，吉

田友紀氏，荒尾市総務部総務課の西敏夫氏，市民環境部収納課の塚本秀子氏，総務部秘書広

聴課の諸富あずみ氏に，内容に関する直接のご教示を戴き，また資料の提供を戴いた。記し

て御礼を申し上げたい。
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（12） 実施機関は，判断に迷うときに審査会・審議会に回答を求める実情があるが，これが

開示・不開示判断に関するものである場合，審査会・審議会が異議申立ての際の諮問機
関を兼ねるときには，事前の具体的な回答が，事後の不服審査審理を事実上拘束するこ
とになる，という問題が残る。
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